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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面に上下方向に長い縦長の表示部を有する第１の筐体と、
　表面に操作部を有する第２の筐体と、
　上記第１の筐体と第２の筐体とをスライド自在に連結するスライド機構と、
　上記第１の筐体を第２の筐体に対して縦長状態と横長状態とに切換操作可能に支持する
支持機構とを備えたスライド式携帯機器であって、
　上記スライド機構は、上記第２の筐体表面に上下方向に延びるように設けたレール部と
、上記第１の筐体の裏面と上記第２の筐体の表面との間に設けられ、上記レール部上をス
ライド移動するプレート部とを備え、上記第１の筐体を第２の筐体の上端側へスライド移
動させたときに、上記第２の筐体の操作部が現れるように構成され、
　上記支持機構は、
　　上記プレート部に設けられ第１方向に延びる曲線状の第１ガイド溝と、
　　上記プレート部に設けられ第２方向に延びる第２ガイド溝と、
　　上記第１の筐体の裏面側に設けられ上記第１ガイド溝にスライド自在に係合する第１
ガイドピンと、
　　上記第１の筐体の裏面側に設けられ上記第２ガイド溝にスライド自在に係合する第２
ガイドピンとを備え、
　上記第２の筐体の表面に設けられた直線状の規制用突条よりなり、上記第１の筐体が第
２の筐体に対してスライド移動する間に、該第１の筐体が縦長状態から横長状態に切り換
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わるのを規制する第１規制部材と、
　上記第１の筐体の裏面に突設された回転防止用突起とをさらに備え、
　上記第１の筐体が第２の筐体に対してスライド移動する間に、上記回転防止用突起が、
上記第１規制部材の近傍をスライド移動し、
　上記スライド移動が完了すると上記回転防止用突起が上記第１規制部材から離れるよう
に構成され、
　上記プレート部は、上記回転防止用突起との接触を防止するめに上側が開放した接触防
止用開口を備えている
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【請求項２】
　請求項１に記載のスライド式携帯機器において、
　上記回転防止用突起は、上記第１ガイドピン及び第２ガイドピンよりも上記第２の筐体
側へ突出している
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【請求項３】
　表面に上下方向に長い縦長の表示部を有する第１の筐体と、
　表面に操作部を有する第２の筐体と、
　上記第１の筐体と第２の筐体とをスライド自在に連結するスライド機構と、
　上記第１の筐体を第２の筐体に対して縦長状態と横長状態とに切換操作可能に支持する
支持機構とを備えたスライド式携帯機器であって、
　上記スライド機構は、上記第２の筐体表面に上下方向に延びるように設けたレール部と
、上記第１の筐体の裏面と上記第２の筐体の表面との間に設けられ、上記レール部上をス
ライド移動するプレート部とを備え、上記第１の筐体を第２の筐体の上端側へスライド移
動させたときに、上記第２の筐体の操作部が現れるように構成され、
　上記支持機構は、
　　上記プレート部に設けられ第１方向に延びる曲線状の第１ガイド溝と、
　　上記プレート部に設けられ第２方向に延びる第２ガイド溝と、
　　上記第１の筐体の裏面側に設けられ上記第１ガイド溝にスライド自在に係合する第１
ガイドピンと、
　　上記第１の筐体の裏面側に設けられ上記第２ガイド溝にスライド自在に係合する第２
ガイドピンとを備え、
　上記第２の筐体の表面に設けられた直線状の規制用突条よりなり、上記第１の筐体が第
２の筐体に対してスライド移動する間に、該第１の筐体が縦長状態から横長状態に切り換
わるのを規制する第１規制部材と、
　上記第１の筐体の裏面に突設された回転防止用突起とをさらに備え、
　上記第１の筐体が第２の筐体に対してスライド移動する間に、上記回転防止用突起が、
上記第１規制部材の近傍をスライド移動し、
　上記スライド移動が完了すると上記回転防止用突起が上記第１規制部材から離れるよう
に構成され、
　上記第１の筐体のスライド移動を完了させて縦長状態から横長状態に切り換えた状態で
は、第１の筐体が再びスライド移動するのを規制する第２規制部材を備え、該第２規制部
材は、上記第１ガイドピンの動きを規制するように構成されている
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【請求項４】
　請求項３に記載のスライド式携帯機器において、
　上記第２規制部材は、第１の筐体が横長状態のときの第２の筐体における第１ガイドピ
ンの近傍に突設された規制用突起よりなり、第１の筐体が下方へスライド移動をするのを
規制するように構成されている
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【請求項５】



(3) JP 4484859 B2 2010.6.16

10

20

30

40

50

　請求項１乃至４のいずれか１つのスライド式携帯機器において、
　第１ガイド溝は、水平方向に延びかつ中凸状に湾曲した曲線状であり、
　第２ガイド溝は、上下方向に延びる直線状であることを特徴とするスライド式携帯機器
。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれか１つに記載のスライド式携帯機器において、
　上記カム機構は、第１の筐体の下端側コーナー部が直線状の軌跡でもって移動するよう
に上記第１の筐体の縦長状態と横長状態との切換を案内支持するものである
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか１つに記載のスライド式携帯機器において、
　上記第１の筐体の縦長状態と横長状態とにおける左右方向中央部が、それぞれ第２の筐
体の略左右方向中央に位置している
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【請求項８】
　請求項６又は７に記載のスライド式携帯機器において、
　上記第１の筐体が横長状態となったときに、下側に操作部が現出し、表面から見たとき
に略Ｔ字型となる
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【請求項９】
　請求項６乃至８のいずれか１つに記載のスライド式携帯機器において、
　上記第１の筐体を縦長状態から横長状態に切り換えたときに、横長状態の第１の筐体の
上辺と第２の筐体の上辺とが一致する
ことを特徴とするスライド式携帯機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯電話機や携帯通信機器等の、第１の筐体と第２の筐体とがスライド自在
に連結されたスライド式携帯機器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地上デジタルテレビ放送ならではのサービスとして注目を集めている携帯電話機
や携帯通信機器向けの１セグメント部分受信サービスが開始され、このサービスは「ワン
セグ」と呼ばれている。
【０００３】
　「ワンセグ」は、地上デジタルテレビ放送の６メガヘルツの帯域を１３のセグメントに
分けて送る日本独自の放送方式によって実現したサービスで、１３の真中のセグメント１
つだけで映像、音声、データが得られる。また、通常のテレビとの違いは、移動しながら
でもテレビ映像が乱れずに受信できるというメリットがあり、今後さらに利用者が増えて
くることが予想されている。そのため、携帯電話機や携帯通信機器は、テレビ受信機能を
備えることが不可欠となることが予想される。
【０００４】
　一方、携帯電話機では、その主な機能は依然として通話機能であり、また、その携帯性
のために小型化、軽量化が商品性の面で重要となっている。使い勝手の面を重視して、携
帯電話機は、横幅を抑えた縦長形状となっている。
【０００５】
　上記携帯電話機の表示部が縦長状態で固定されていると、横長の画像を表示する場合に
は、縦長の画面に入るように縮小表示するか又は横スクロール操作により画像全体を見る
ようにしなければならなかった。
【０００６】
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　例えば、特許文献１のように、操作部が設けられた本体と、本体の操作部側に重ね合わ
せられた状態から操作部に沿ってスライド自在に接続された蓋体とからなる携帯情報端末
が知られている。このようなスライド式の携帯情報端末では、蓋体と本体を重ね合わせた
状態で、蓋体に設けた表示部が横長状態になるように横にして持てば、横長状態でのテレ
ビ受信は可能である。
【０００７】
　ところで、地上デジタルテレビ放送は、従来のアナログテレビ放送と異なり、テレビか
らクイズ番組に参加したり、テレビショッピングや銀行振り込みなどをテレビを通じて利
用したりする、いわゆる双方向サービスを受けることができるものである。
【０００８】
　この地上デジタルテレビ放送を携帯電話機等で視聴可能にした場合、表示部で画像を見
ながら、操作部でキー操作をする必要がさらに高まる。
【０００９】
　しかしながら、上記特許文献１のものでは、蓋体には、簡単な操作キーしか設けられて
おらず、また、蓋体をスライドさせて表示部を現出させた状態で横長状態にして持つと、
操作部も９０度回転した状態となるので、操作キーに表された表示も９０度回転した状態
で見ることになり、また、普段とは異なる操作キーの配置であるため、入力操作が極めて
困難になるという問題があった。
【００１０】
　そこで、例えば、特許文献２では、携帯電話機をダイヤルボタン等のボタン群及び各種
電子回路を収納した本体と、本体に重ねて取り付けるよう該本体と同じサイズを持つディ
スプレイ部とで構成している。本体は、その表面側の上部に突起の上に円形の板が付けら
れたピンを備え、ディスプレイ部は、その裏面の縦長の方向に上端からほぼ中央の位置ま
で断面が上記本体に設けたピンと嵌合するＴ字型の溝により構成するカム部を備え、本体
のピンに前記ディスプレイ部のカム部を挿入してスライド可能な構造にするよう構成され
ている。
【００１１】
　このような携帯電話機では、テレビショッピングなどの双方向サービスのテレビ放送を
受信する場合や英文メールを作成するような場合、表示部を横長状態とした状態で、通常
のキー操作が行えるという利点がある。
【特許文献１】特開２００６－１１５１０９号公報
【特許文献２】特開２００３－３３８８６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかしながら、上記特許文献２の携帯電話機では、ディスプレイ部のスライド移動や回
転の中心であるピンは、本体の上端に位置し、また、１本のピンのみでディスプレイ部が
片持ちでスライド移動及び回転するためにバランスが悪く、経年的にはグラツキが大きく
なるという問題がある。また、ピンが本体の上端にあることから、ディスプレイ部を横長
状態にしたときにディスプレイ部の上端が本体の上端からさらに上に配置され、机上に放
置したときの安定感が悪いという問題がある。
【００１３】
　逆に、ピンを本体の上端から下に下げて安定感を増すようにすると、操作部の領域を狭
くしなければならず、理想のボタン配置が望めなくなって操作性が悪くなる。これを防ぐ
ためには、製品の外形を大きくせざるを得ず、そうすると携帯性が悪化するという問題が
ある。
【００１４】
　本発明は、かかる諸点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、全体の
コンパクト性を図りながら、第１の筐体を安定してスライド移動及び縦長状態と横長状態
とに切換操作可能に支持し、第１の筐体を横長状態としたときに、通常のキー配置で操作
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が可能なスライド式の携帯機器を得ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記の目的を達成するために、この発明では、レール部上をスライド自在な第１の筐体
を、第２の筐体に対してさらに縦長状態と横長状態とに切換操作可能に支持する支持機構
を設けた。
【００１６】
　具体的には、第１の発明では、表面に上下方向に長い縦長の表示部を有する第１の筐体
と、
　表面に操作部を有する第２の筐体と、
　上記第１の筐体と第２の筐体とをスライド自在に連結するスライド機構とを備えたスラ
イド式携帯機器を対象とし、
　上記スライド機構は、上記第２の筐体表面に上下方向に延びるように設けたレール部を
備え、上記第１の筐体を第２の筐体の上端側へスライド移動させたときに、上記第２の筐
体の操作部が現れるように構成され、
　上記スライド式携帯機器は、上記第１の筐体を第２の筐体に対して縦長状態と横長状態
とに切換操作可能に支持する支持機構を備えている。
【００１７】
　上記の構成によると、第１の筐体は、スライド機構のレール部により、第２の筐体の上
端側へ安定してスライド移動した後、第２の筐体の操作部が現れ、通話やメール通信が可
能となる。さらに、支持機構により、第１の筐体が第２の筐体に対して縦長状態と横長状
態とに切換操作可能となるので、表示部を現出させた状態で第１の筐体を横長状態に切り
換えることで、横長状態の画面を見ながら、通常のキー配置で操作が可能となる。
【００１８】
　第２の発明では、上記スライド機構は、上記第１の筐体の裏面と上記第２の筐体の表面
との間に設けられ、上記レール部上をスライド移動するプレート部を備え、
　上記支持機構は、上記プレート部に設けられている。
【００１９】
　上記の構成によると、レール部上をスライド移動するプレート部に支持機構を設ける構
造とすることで、簡単な構造で確実にスライド移動及び縦長状態又は横長状態に切換操作
が可能となる。また、プレート部や支持機構が第１の筐体の裏面と第２の筐体の表面との
間の限られたスペースに設けられるので、スライド式携帯機器がコンパクトなものとなる
。
【００２０】
　第３の発明では、上記支持機構は、カム機構によって構成されている。
【００２１】
　上記の構成によると、カム機構の溝形状や配置を工夫することにより、適切な第１の筐
体の切換操作における回転移動の軌跡の制御が可能となり、スライド式携帯機全体のコン
パクト化が可能となる。
【００２２】
　第４の発明では、上記カム機構は、第１の筐体の下端側コーナー部が直線状の軌跡でも
って移動するように上記第１の筐体の縦長状態と横長状態との切換を案内支持するもので
ある。
【００２３】
　上記の構成によると、第１の筐体の縦長状態と横長状態との切換における軌跡が直線状
となるので、第１の筐体の縦長状態と横長状態との切換時の動きが滑らかになり、切換操
作が容易となる。
【００２４】
　第５の発明では、上記第１の筐体の縦長状態と横長状態とにおける左右方向中央部が、
それぞれ第２の筐体の略左右方向中央に位置している。
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【００２５】
　上記の構成によると、第１の筐体が横長状態においても、該第１の筐体が第２の筐体の
略左右方向中央に位置するので、片手に持ったときや机上に載置したときに安定性がよく
、また、見映えもよい。
【００２６】
　第６の発明では、上記第１の筐体が横長状態となったときに、下側に操作部が現出し、
表面から見たときに略Ｔ字型となる。
【００２７】
　上記の構成によると、横長状態の表示部を見ながら、片手で第２の筐体を持ち、通常の
キー配置で操作が行われる。
【００２８】
　第７の発明では、上記第１の筐体を縦長状態から横長状態に切り換えたときに、横長状
態の第１の筐体の上辺と第２の筐体の上辺とが一致する。
【００２９】
　上記の構成によると、第１の筐体が横長状態のときに第１の筐体が第２の筐体の上端か
らはみ出さないので、机上においても安定し、かつ見映えがよい。
【００３０】
　第８の発明では、上記カム機構は、
　　上記プレート部に設けられ略左右方向に延びかつ中凸状に湾曲した曲線状の左右方向
ガイド溝と、
　　上記プレート部に設けられ略上下方向に延びる上下方向ガイド溝と、
　　上記第１の筐体の裏面側に設けられ上記左右方向ガイド溝にスライド自在に係合する
第１ガイドピンと、
　　上記第１の筐体の裏面側に設けられ上記上下方向ガイド溝にスライド自在に係合する
第２ガイドピンとを備えている。
【００３１】
　上記の構成によると、カム機構により、第１の筐体の第１ガイドピンが左右方向ガイド
溝に係合した状態で左右方向にスライド移動するのと同時に、第１の筐体の第２ガイドピ
ンが上下方向ガイド溝に係合した状態で上下方向にスライド移動する。このカム機構によ
る移動規制により、第１の筐体は、その下端側コーナー部が直線状の軌跡でもって移動す
るように縦長状態又は横長状態に切り換えられる。また、カム機構により、一度に上下方
向の移動と回転方向の移動とが行われるので、第１及び第２ガイドピンを第２の筐体の上
端側に配置する必要がなく、これら第２の筐体の中間部に配置された２本のガイドピンで
第１の筐体が第２の筐体に支持されるので、第１の筐体のグラツキが確実に防止される。
【００３２】
　第９の発明では、上記第１の筐体が第２の筐体に対してスライド移動する間に、該第１
の筐体が縦長状態から横長状態に切り換わるのを規制する第１規制部材を備えている。
【００３３】
　上記の構成によると、第１規制部材により第１の筐体のスライド移動の途中に第１の筐
体が回転することはないので、スライド移動が安定して確実に行われる。
【００３４】
　第１０の発明では、上記第１の筐体の裏面には、回転防止用突起が突設され、
　上記第１規制部材は、上記回転防止用突起の動きを規制するように構成されている。
【００３５】
　上記の構成によると、第１規制部材が第１の筐体の裏面に設けた回転防止用突起の動き
を規制するので、第１の筐体がスライド移動の途中に回転することはなく、スライド移動
が安定して確実に行われる。
【００３６】
　第１１の発明では、上記第１規制部材は、上記第２の筐体の表面に設けられた直線状の
規制用突条よりなり、
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　上記回転防止用突起の近傍に位置して第１の筐体が縦長状態から横長状態に切り換わる
のを規制するように構成されている。
【００３７】
　上記の構成によると、簡単な構成で回転防止用突起の規制を行え、スライド移動が安定
して確実に行われる。
【００３８】
　第１２の発明では、上記第１の筐体が第２の筐体に対してスライド移動する間に、上記
回転防止用突起が、上記規制用突条の近傍をスライド移動し、
　上記スライド移動が完了すると上記回転防止用突起が上記規制用突条から離れるように
構成されている。
【００３９】
　上記の構成によると、第１の筐体がスライド移動しているときには、第１の筐体を縦長
状態から横長状態に切り換えようとすると、回転防止用突起が規制用突条に当接するので
、その移動が規制され、第１の筐体が横長状態に切り換わることはない。一方、スライド
移動が完了して回転防止用突起が規制用突条から離れることにより、回転防止用突起の規
制が解除されて移動が可能となるので、第１の筐体が縦長状態から横長状態に切り換え可
能となる。
【００４０】
　第１３の発明では、上記回転防止用突起は、上記第１ガイドピン及び第２ガイドピンよ
りも上記第２の筐体側へ突出している。
【００４１】
　上記の構成によると、規制用突条の高さを第１ガイドピン及び第２ガイドピンには接触
せず、回転防止用突起には接触するようにすることで、簡単な構成により、スライド移動
の途中には第１の筐体が縦長状態から横長状態に切り換わるのを規制しながら、スライド
移動後には第１の筐体の切換操作を可能とすることができる。
【００４２】
　第１４の発明では、上記プレート部は、上記回転防止用突起との接触を防止するめに上
側が開放した接触防止用開口を備えている。
【００４３】
　上記の構成によると、回転防止用突起が第１の筐体を横長状態又は縦長状態に切換途中
にプレート部と接触するのが防止される。また、切り欠いた部分の軽量化及びコンパクト
化が可能となる。
【００４４】
　第１５の発明では、上記第１の筐体のスライド移動を完了させて縦長状態から横長状態
に切り換えた状態では、第１の筐体が再びスライド移動するのを規制する第２規制部材を
備えている。
【００４５】
　上記の構成によると、第１の筐体が横長状態となったときに、第２規制部材によって第
１の筐体が再びスライド移動することはないので、横長状態が確実に保持される。このた
め、横長状態での操作性がよくなる。一方、横長状態から縦長状態に戻した後には、スラ
イド移動が可能になるようにすればよい。
【００４６】
　第１６の発明では、上記第２規制部材は、第１ガイドピンの動きを規制するように構成
されている。
【００４７】
　上記の構成によると、第１の筐体の切換操作において左右に移動する第１ガイドピンを
第２規制部材で規制するようにすることで、横長状態に切り換えた状態では、第１の筐体
が再びスライド移動するのを規制しながら、第１の筐体が横長状態から縦長状態に戻るこ
とで第１ガイドピンが移動して第２規制部材から離れ、第１の筐体がスライド可能となる
。このように、第１の筐体のスライド移動の解除が容易に可能となる。
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【００４８】
　第１７の発明では、上記第２規制部材は、第１の筐体が横長状態のときの第２の筐体に
おける第１ガイドピンの近傍に突設された規制用突起よりなり、第１の筐体が下方へスラ
イド移動をするのを規制するように構成されている。
【００４９】
　上記の構成によると、第１の筐体の切換操作で左右に移動する第１ガイドピンを突起よ
りなる第２規制部材で下側に移動しないように規制することで、第１の筐体のスライド移
動が防止される。第２規制部材は、突起よりなるので、小さなスペースを占有すればよい
だけであり、第１の筐体の切換操作やスライド移動において第２規制部材が、これらの動
きの妨げとなることが防止される。
【００５０】
　第１８の発明では、上記上下方向ガイド溝は、上記レール部に対して平行とする。
【００５１】
　第１９の発明では、上記上下方向ガイド溝は、上記レール部に対して傾斜している。
【００５２】
　上記の構成によると、上下方向ガイド溝の傾斜角度を調整することで、左右方向ガイド
溝を円弧状にすることができる。このため、第１の筐体の切り換え動作が滑らかになる。
また、上下方向ガイド溝を傾斜させることで、上下方向ガイド溝を形成する部材を上下方
向ガイド溝の近傍までカットでき、その部分の軽量化及びコンパクト化が可能となる。
【００５３】
　第２０の発明では、上記上下方向ガイド溝は、湾曲する曲線形状を有している。
【００５４】
　上記の構成によると、上下方向ガイド溝を適宜湾曲させ、それに合わせて左右方向ガイ
ド溝の形状を調整することで、第１の筐体の動きを滑らかにしたり、上下方向ガイド溝を
形成する部材をカットして、その部分の軽量化及びコンパクト化を図ったりすることが可
能となる。
【００５５】
　第２１の発明では、上記支持機構には、一端が上記第１ガイドピンに固定され、他端が
上記プレート部に固定され、第１の筐体が縦長状態又は横長状態となるように付勢する弾
性部材が設けられている。
【００５６】
　上記の構成によると、第１の筐体に対する弾性部材の付勢力のかかり方を調整すること
で、第１の筐体を縦長状態から横長状態へ若しくは横長状態から縦長状態への切換、又は
その両方の切換が弾性部材によってアシストされる。
【００５７】
　第２２の発明では、上記弾性部材は、上記左右方向ガイド溝の最上点近傍で最も圧縮さ
れるように配置されている。
【００５８】
　上記の構成によると、左右方向ガイド溝の最上点近傍で弾性部材の力が最も蓄えられ、
この最上点を超えることで、縦長状態から横長状態へ若しくは横長状態から縦長状態への
切換が弾性部材によってアシストされる。
【００５９】
　第２３の発明では、上記弾性部材は、ねじりコイルバネである。
【００６０】
　上記の構成によると、簡単かつ壊れにくい構成により、弾性部材が実現される。
【００６１】
　第２４の発明では、上記支持機構は、リンク部材を備え、該リンク部材の裏面側に上記
第１ガイドピンと第２ガイドピンとが設けられ、表面側が上記第１の筐体に取り付けられ
る。
【００６２】



(9) JP 4484859 B2 2010.6.16

10

20

30

40

50

　上記の構成によると、リンク部材を第１の筐体に取り付けることで、第１ガイドピンと
第２ガイドピンとが第１の筐体の定位置に取り付けられる。
【００６３】
　第２５の発明では、上記プレート部とリンク部材とは、ユニット組立されている。
【００６４】
　上記の構成によると、プレート部とリンク部材とをユニット組立することで、第１ガイ
ドピンと第２ガイドピンとを各ガイド溝内に精度よく配置できるとともに、支持機構が第
１の筐体に容易に組み付けられる。また、プレート部をレール部に嵌め込むことで、第１
の筐体が第２の筐体に容易に組み付けられる。
【００６５】
　第２６の発明では、上記プレート部は、板金よりなる。
【００６６】
　上記の構成によると、加工が容易で安価である。
【００６７】
　第２７の発明では、上記プレート部は、マグネシウム合金の成型品よりなる。
【００６８】
　上記の構成によると、剛性が高くて耐久性のある軽量薄型のプレート部が得られ、ガイ
ド溝を形成しても全体の強度が保たれる。
【００６９】
　第２８の発明では、上記表示部は、液晶ディスプレイを備えている。
【００７０】
　上記の構成によると、液晶ディスプレイは、有機ＥＬディスプレイに比べて安価で寿命
が長い。
【００７１】
　第２９の発明では、上記表示部は、有機ＥＬディスプレイを備えている。
【００７２】
　上記の構成によると、有機ＥＬディスプレイは、自発光を発するため消費電力が小さく
、液晶ディスプレイに比べて視野角が広く、かつバックライトを必要としないため、薄型
化が可能である。
【００７３】
　第３０の発明では、スライド式携帯機器は、携帯通信機器とする。
【００７４】
　上記の構成によると、横長状態の表示部を見ながら通常のキー配置で操作が可能なスラ
イド式の携帯通信機器が得られる。
【００７５】
　第３１の発明では、携帯通信機器は、携帯電話機とする。
【００７６】
　上記の構成によると、携帯性やデザインが重視される携帯電話機において、コンパクト
で操作性がよく、快適にテレビ視聴が可能となる。
【発明の効果】
【００７７】
　以上説明したように、本発明によれば、全体のコンパクト性を図りながら、第１の筐体
を安定してスライド移動及び縦長状態と横長状態とに切換操作可能に支持し、第１の筐体
を横長状態としたときに、通常のキー配置で操作が可能なスライド式の携帯機器が得られ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７８】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
【００７９】
　図１は、スライド前状態にある本発明の実施形態にかかるスライド式携帯機器としての
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スライド式携帯電話機１を示す正面図と右側面図である。図２は、第１の筐体３を第２の
筐体５に対しスライド移動したスライド後状態を示す正面図と右側面図である。図３は、
図２のスライド後状態の後、第１の筐体３を縦長状態から横長状態に切り換える途中の状
態を示す正面図と右側面図である。図４は、第１の筐体３を縦長状態から横長状態に切り
換えた状態を示す正面図と右側面図である。
【００８０】
　本実施形態のスライド式携帯電話機１は、表面に表示部としての液晶表示部２を有する
第１の筐体３と、表面に操作部４を有する第２の筐体５とを備えている。これら第１の筐
体３と第２の筐体５とは、スライド機構２５によって第２の筐体５の長さ方向（上下方向
）に沿ってスライド自在に連結されている。第１の筐体３と第２の筐体５とは、図示しな
い接続手段により、電気的に接続されている。このことで、スライド式携帯電話機１は、
図１に示すコンパクトなスライド前状態と図２に示すスライド後状態とに切換可能となっ
ている。
【００８１】
　上記第１の筐体３は、縦長状態における下端部が直線状に形成されている。上記液晶表
示部２は、上下方向に長い縦長矩形状であり、第１の筐体３の表面の大部分を占めるよう
に配置されている。第１の筐体３が縦長状態における上端側に会話用のスピーカ部（図示
せず）が設けられている。なお、第１の筐体３の各角部は下端側コーナー部３ａを含め、
デザイン上又は安全上の観点から丸面取りされている。
【００８２】
　上記第２の筐体５の操作部４には、下側に複数の入力ボタン７が設けられ、その上側に
機能ボタン８が設けられている。これら入力ボタン７及び機能ボタン８は、スライド式携
帯電話機１全体を縦長に持ったときにキー入力できるように配置され、かつその表面に表
示が付されている。この入力ボタン７及び機能ボタン８を操作することで、スライド式携
帯電話機１の多数の機能が利用されるようになっている。操作部４は、第１の筐体３を第
２の筐体５に対して上方へスライド移動させたときに現出するように構成されている。ま
た、第２の筐体５には、図示しない会話用のマイク部が設けられている。
【００８３】
　図２及び図４に示すように、このスライド式携帯電話機１では、液晶表示部２が縦長状
態と横長状態とのいずれにおいても、ユーザは液晶表示部２を見ながら同じ縦状態の配置
の操作部４の入力ボタン７及び機能ボタン８を操作できるようになっている。つまり、第
１の筐体３が横長状態となったときにも、下側に操作部４が現出し、表面から見たときに
略Ｔ字型となり、横長状態の液晶表示部２を見ながら、片手で第２の筐体５を持ち、通常
のキー配置で操作が行えるようになっている。また、上記第１の筐体３の縦長状態と横長
状態とにおける左右方向中央部が、それぞれ第２の筐体５の略左右方向中央に位置してい
る。さらに、横長状態の第１の筐体３の上辺３ｂ（縦長状態における左辺）と第２の筐体
５の上辺５ａとは、一致し、見映えのよいものとなっている。
【００８４】
　図５に示すように、上記スライド機構２５は、上記第２の筐体５の表面に上下方向に延
びるレール部２６を備えている。このレール部２６は、第２の筐体５の表面から突出した
一対の平行な棒状部材２６ａと、この棒状部材２６ａの内側に設けたの凹状溝２６ｂとを
備えている。スライド機構２５は、上記第１の筐体３の裏面と上記第２の筐体５の表面と
の間に設けられ、上記レール部２６上をスライド移動するプレート部１６を備えている。
図９に示すように、このプレート部１６は、例えば、板金よりなる。板金であれば、加工
が容易で安価である。このプレート部１６は、左右に裏面側に折り曲げられた折曲部１６
ａを有し、該折曲部１６ａを上記レール部２６に嵌め込むことで、プレート部１６がレー
ル部２６上を上下にスライド移動可能とされ、かつレール部２６から抜け止めされている
。例えば、レール部２６の上下端部にストッパー２６ｃを設けることで、そのスライド移
動の範囲が規制される。プレート部１６に第１の筐体３が支持機構としてのカム機構１０
を介して支持され、この第１の筐体３を第２の筐体５の上端側へスライド移動させたとき
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に、第２の筐体５の操作部４が現れるように構成されている。
【００８５】
　図６は、第１の筐体が上にスライド移動した状態と各ピンや突起の移動した位置を示す
。図７は、第１の筐体が上にスライド移動した後、時計回り方向に回転した状態を示す。
図８は、第１の筐体が図７の状態からさらに時計回りに回転し、縦長状態から横長状態に
切り換えられた状態を示す。
【００８６】
　図６～図９に示すように、上記カム機構１０は、上記プレート部１６に設けられている
。カム機構１０により、第１の筐体３が縦長状態と横長状態とに切換操作可能に支持され
ている。カム機構１０は、プレート部１６に設けられ左右方向に延びかつ中凸状に湾曲し
た曲線状の左右方向ガイド溝１２と、プレート部１６に設けられ上下方向に延びる直線状
の上下方向ガイド溝１４と、第１の筐体３の裏面側に設けられ上記左右方向ガイド溝１２
にスライド自在に係合する第１ガイドピン１３と、第１の筐体３の裏面側に設けられ上記
上下方向ガイド溝１４にスライド自在に係合する第２ガイドピン１５とを備えている。
【００８７】
　すなわち、左右方向ガイド溝１２は、中凸状に湾曲した曲線状開口で構成され、スライ
ド式携帯電話機１を表面から見たときに、その中心部が第１の筐体３の左側にオフセット
して配置されている。上下方向ガイド溝１４は、左右方向ガイド溝１２の中凸形状の最上
部の上側に設けられた直線状開口の周縁部よりなる。第１の筐体３が縦長状態にあるとき
に、第２ガイドピン１５は、スライド式携帯電話機１の表面側から見て第１の筐体３の中
央から若干左下側にオフセットした位置に配置されている。
【００８８】
　一方、上記第１の筐体３の背面には、金属製のリンク部材１８が装着されている。この
リンク部材１８は、第１の筐体３の裏面側に締結又は位置決めするための貫通孔１８ａが
設けられた板状の取付部１８ｂと、この取付部１８ｂから側面視Ｌ字状に連続する先端部
１８ｃとを有している。上記第１ガイドピン１３は、リンク部材１８の一端側、すなわち
、取付部１８ｂの先端にプレート部１６側へ垂直に延びるように設けられている。上記第
２ガイドピン１５は、上記リンク部材１８の他端側、すなわち、先端部１８ｃの端部にプ
レート部１６側へ垂直に延びるように設けられている。これらガイドピン１３，１５は、
先端にガイド溝１２，１４よりも大径の環状部１３ａ，１５ａが形成されている。この環
状部１３ａ，１５ａがガイド溝１２，１４の周縁をそれぞれ摺動するようになっている。
このことで、ガイドピン１３，１５がガイド溝１２，１４から抜け止めされ、第１の筐体
３がプレート部１６から外れないようになっている。第１ガイドピン１３の環状部１３ａ
は、第２ガイドピン１５の環状部１５ａよりもさらに裏側へ突出している。
【００８９】
　このように、リンク部材１８は、裏面側に上記第１ガイドピン１３と第２ガイドピン１
５とが設けられ、表面側を貫通孔１８ａに挿通したビス４０で締結することで上記第１の
筐体３に取り付けられる。リンク部材１８を第１の筐体３に取り付けることで、第１ガイ
ドピン１３と第２ガイドピン１５とが第１の筐体３の定位置に取り付けられる。
【００９０】
　図９に示すように、上記上下方向ガイド溝１４は、上記レール部２６（折曲部１６ａ）
に対して傾斜している。また、プレート部１６の上側中央には、上端が開放された接触防
止用開口１６ｂが形成されている。このように、上下方向ガイド溝１４の傾斜角度を調整
することで、左右方向ガイド溝１２を円弧状にすることができ、このことで、第１の筐体
３の切り換え動作が滑らかになる。また、上下方向ガイド溝１４を傾斜させているので、
接触防止用開口１６ｂを設けた場合でも、上下方向ガイド溝１４と接触防止用開口１６ｂ
との間に補強を設けやすい。上記プレート部１６の下側中央表面には、バネ固定ピン１９
が表面側へ突出するように設けられている。
【００９１】
　図６乃至図８に示すように、上記カム機構１０には、一端２０ａが上記第１ガイドピン
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１３に固定され、他端２０ｂがバネ固定ピン１９に固定され、第１の筐体３が縦長状態又
は横長状態となるように付勢する弾性部材としてのねじりコイルバネ２０が設けられてい
る。ねじりコイルバネ２０は、バネ固定ピン１９を中心に左右に揺動可能に支持され、そ
の弾性力により、第１の筐体３が縦長状態から横長状態となるのを付勢し、かつ縦長状態
から横長状態となるのを付勢するように構成されている。あるいは、縦長状態又は横長状
態になるときのみを優先して付勢するようにしてもよい。このようにすることで、ユーザ
は片手のみでワンタッチで縦長状態又は横長状態に切り換えることも可能となる。
【００９２】
　また、ねじりコイルバネ２０は、上記左右方向ガイド溝１２の最上点近傍（図７に示す
）で最も圧縮されるように配置されている。このことで、左右方向ガイド溝１２の最上点
近傍でねじりコイルバネ２０の力が最も蓄えられ、この最上点を超えることで、縦長状態
から横長状態へ若しくは横長状態から縦長状態への切換がねじりコイルバネ２０によって
アシストされる。
【００９３】
　このように、レール部２６上をスライド移動するプレート部１６にカム機構１０を設け
る構造とすることで、簡単な構造で確実にスライド移動及び縦長状態又は横長状態に切換
操作が可能となる。また、プレート部１６やカム機構１０が第１の筐体３の裏面と第２の
筐体５の表面との間の限られたスペースに設けられるので、スライド式携帯電話機１がコ
ンパクトなものとなる。
【００９４】
　プレート部１６とリンク部材１８とねじりコイルバネ２０とは、ユニット組立可能に構
成されている。このユニット組立されたカム機構１０を第１の筐体３に取り付けるように
することで、カム機構１０の組み付けが容易となると共に、第１ガイドピン１３と第２ガ
イドピン１５とが各ガイド溝１２，１４内に精度よく配置される。また、プレート部１６
をレール部２６に嵌め込むことで、第１の筐体３が第２の筐体５に容易に組み付けられる
。また、カム機構１０を金属部材で構成することで、その動きがスムーズとなり、かつそ
の剛性を向上させることができる。
【００９５】
　第２の筐体５の表面には、第１規制部材としての規制用突条３０が形成されている。規
制用突条３０は、上下方向に一定高さで延びる直線状の突条よりなり、第１の筐体３が第
２の筐体５に対してスライド移動する間に、第１の筐体３が縦長状態から横長状態に切り
換わるのを規制するものとなっている。一方、第１の筐体３の表面から見て中心より若干
左寄りの裏面には、回転防止用突起３１が突設されている。回転防止用突起３１は、上記
第１ガイドピン１３及び第２ガイドピン１５よりも第２の筐体５側へ突出している。
【００９６】
　このように構成することで、規制用突条３０は、回転防止用突起３１の近傍に位置し、
回転防止用突起３１の動きを規制することで、第１の筐体３が縦長状態から横長状態に切
り換わるのを規制するように構成されている。具体的には、第１の筐体３が第２の筐体５
に対してスライド移動する間に、回転防止用突起３１が、規制用突条３０の近傍をスライ
ド移動し、その間は回転防止用突起３１が規制用突条３０に当接して左方へ移動できない
ことから、第１の筐体３の回転が規制され、スライド移動が完了すると回転防止用突起３
１が規制用突条３０から離れて左方へ移動可能となり、第１の筐体３の回転規制が解除さ
れるように構成されている。このように簡単な構成で回転防止用突起３１の規制が行われ
るようになっている。
【００９７】
　また、プレート部１６には、上記接触防止用開口１６ｂが形成されているので、プレー
ト部１６と回転防止用突起３１との接触が防止されている。また、接触防止用開口１６ｂ
を切り欠いているので、その部分の軽量化及びコンパクト化が可能となり、また、回転防
止用突起３１が第１の筐体３を横長状態又は縦長状態に切換途中にプレート部１６と接触
するのが防止される。
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【００９８】
　第１の筐体３が横長状態のときの第１ガイドピン１３の近傍に位置する第２の筐体５の
表面には、第２規制部材としての規制用突起３５が突出するように設けられている。この
規制用突起３５は、第１ガイドピン１３の動きを規制し、そのことで、第１の筐体３がス
ライド移動をするのを規制するように構成されている。つまり、第１の筐体３のスライド
移動を完了させて縦長状態から横長状態に切り換えた状態では、規制用突起３５が第１の
ガイドピン１３の環状部１３ａに当接することにより、第１の筐体３が再び下方へスライ
ド移動するのが規制されている。
【００９９】
　　－作用－
　次に、本実施形態にかかるスライド式携帯電話機１の作動について説明する。
【０１００】
　まず、図１に示すように、スライド式携帯電話機１が待機状態のときなどには、第１の
筐体３が第２の筐体５に対してスライド移動されていないスライド前状態にある。このと
き、液晶表示部２が表面に現れているので、この状態でもテレビ視聴は可能である。
【０１０１】
　次いで、図２に示すように、第１の筐体３を第２の筐体５に対して上側にスライド移動
する。この第１の筐体３がスライド移動している途中に第１の筐体３を縦長状態から横長
状態に切り換えようとすると、図５に示すように、回転防止用突起３１が規制用突条３０
に当接するので、回転防止用突起３１の左方への移動が規制され、第１の筐体３が横長状
態に切り換わることはない。このため、スライド移動が安定して確実に行われる。また、
プレート部１６が第２の筐体５のレール部２６上をスライド移動することで、カム機構１
０を介して支持された第１の筐体３が第２の筐体５の上側にスライド移動し、操作部４が
現出する。通常の通話時やメール送受信時などには、液晶表示部２を縦長状態とし、操作
部４でキー入力しながら使用する。
【０１０２】
　一方、地上デジタルテレビ放送の視聴や英文でメールを作成したり読んだりするときな
ど横長画像を見たいときには、ユーザが操作部４を現出させた状態で第１の筐体３を回転
させ縦長状態から横長状態に切り換える。このとき、図６に示すように、スライド移動が
完了して回転防止用突起３１が規制用突条３０から離れることにより、回転防止用突起３
１の規制が解除されて左方への移動が可能となっている。つまり、第１の筐体３が縦長状
態から横長状態に切り換え可能となっている。規制用突条３０の高さを第１ガイドピン１
３及び第２ガイドピン１５には接触せず、回転防止用突起３１には接触するようにするこ
とで、簡単な構成により、スライド移動の途中には第１の筐体３が縦長状態から横長状態
に切り換わるのを規制しながら、スライド移動後には第１の筐体３の切換操作を可能とす
ることができる。
【０１０３】
　まず、ユーザは図６の状態にある第１の筐体３をねじりコイルバネの付勢力に抗して表
面から見て時計回りに回転させて、下端側コーナー部３ａを図７に示す位置まで移動させ
る。このとき、スライド式携帯電話機１の表面から見て上下方向ガイド溝１４の下端にあ
った第２ガイドピン１５が上端に移動し、左右方向ガイド溝１２の右端にあった第１ガイ
ドピン１３が中央に移動する。
【０１０４】
　次いで、ねじりコイルバネの最大たわみ角を超えると、その付勢力によって第１の筐体
３がアシストされながら、横長状態に切り換えられる。このとき、図７及び図８に示すよ
うに、スライド式携帯電話機１の表面から見て上下方向ガイド溝１４の上端にあった第２
ガイドピン１５が下端に移動し、左右方向ガイド溝１２の中央にあった第１ガイドピン１
３が左端に移動する。
【０１０５】
　このように、カム機構１０により、第１の筐体３背面の第１ガイドピン１３が左右方向
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ガイド溝１２内を左方へスライド移動するのと同時に、第１の筐体３背面の第２ガイドピ
ン１５が上下方向ガイド溝１４内を上下にスライド移動する。
【０１０６】
　図１０に、下端側コーナー部３ａがカム機構１０による移動規制により、描いた軌跡を
示す。切換時の最下端部は、機能ボタン８との間に所定の隙間を保った直線状の軌跡でも
って移動するように案内支持される。このため、第１の筐体３がこの軌跡よりも下側へ移
動することはないので、第１の筐体３が機能ボタン８に接触することはない。また、第１
の筐体３の縦長状態と横長状態との切換時の動きが滑らかになり、切換操作が容易となる
。
【０１０７】
　図４に示す横長状態でも、上記第１の筐体３の左右方向中央部は、第１の筐体３の略左
右方向中央に位置している。第１の筐体３が横長状態となったときに、下側に操作部４が
現出し、表面から見たときに略Ｔ字型となる。そして、液晶表示部２に横長画像が大きく
表示されるように設定して、操作部４でキー入力しながら、テレビからクイズ番組に参加
したり、テレビショッピングや銀行振り込みなどをテレビを通じて利用したりする。第１
の筐体３が横長状態においても、第１の筐体３が第２の筐体５の略左右方向中央に位置す
る。さらに、図４に示すように、上記第１の筐体３を縦長状態から横長状態に切り換えた
ときに、横長状態の第１の筐体３の上辺３ｂと第２の筐体５の上辺５ａとが一致する。こ
のことで、第１の筐体３が横長状態のときに第１の筐体３が第２の筐体５の上端からはみ
出さない。このため、片手に持ったときや机上に載置したときに安定性がよく、また、見
映えもよい。
【０１０８】
　第１の筐体３が横長状態となったときに、第１の筐体３の切換操作で左右に移動する第
１ガイドピン１３の環状部１３ａが規制用突起３５に当接して下側に移動しないように規
制される。このことで、第１の筐体３のスライド移動が防止される。第１ガイドピン１３
がこの位置にある限り、規制用突起３５によって第１の筐体３が再びスライド移動するこ
とはないので、横長状態が確実に保持される。このため、横長状態での操作性がよくなる
。規制用突起３５は、突起よりなるので、小さなスペースを占有すればよいだけであり、
第１の筐体３の切換操作やスライド移動において規制用突起３５が、これらの動きの妨げ
となることが防止される。
【０１０９】
　一方、横長状態から縦長状態に戻した後には、第１ガイドピン１３が右側へ移動し、規
制用突起３５から離れるので、第１の筐体３は、下方へスライド移動が可能になる。この
ように、第１の筐体３のスライド移動の解除は、容易に行える。
【０１１０】
　そして、使用後は、上記とは反対に、第１の筐体３の右側の上記下端側コーナー部３ａ
をねじりコイルバネ２０の付勢力に抗するように、表面から見て反時計回りに回動させ、
ねじりコイルバネ２０がその最大たわみ角を超えると、その付勢力によって第１の筐体３
がアシストされながら、縦長状態に戻る。
【０１１１】
　そして、第１の筐体３を第２の筐体５に対して下側にスライド移動させ、待機状態とす
る。
【０１１２】
　したがって、本実施形態にかかるスライド式携帯電話機１によると、全体のコンパクト
性を図りながら、第１の筐体３を安定してスライド移動及び縦長状態と横長状態とに切換
操作可能に支持し、第１の筐体３を横長状態としたときに、通常のキー配置で操作が可能
となる。
【０１１３】
　（その他の実施形態）
　本発明は、上記実施形態について、以下のような構成としてもよい。
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【０１１４】
　すなわち、上記実施形態では、上下方向ガイド溝１４は、レール部２６に対して傾斜し
ているものとしたが、レール部２６に対して平行に設けてもよい。また、図１１に示すよ
うに、上下方向ガイド溝１４は、湾曲する曲線形状を有していてもよい。このことで、上
下方向ガイド溝１４を適宜湾曲させ、それに合わせて左右方向ガイド溝１２の形状を調整
することで、第１の筐体３の動きを滑らかにしたり、上下方向ガイド溝１４を形成する部
材をカットして、その部分の軽量化及びコンパクト化を図ったりすることが可能となる。
【０１１５】
　上記実施形態では、カム機構１０によって、第１の筐体３を、その下端側コーナー部３
ａが直線状の軌跡でもって移動するように案内支持しているが、曲線的な軌跡でもって移
動するようにしてもよい。
【０１１６】
　上記実施形態では、カム機構１０は、第１の筐体３を表面から見て時計回りに縦長状態
から横長状態に切り換えているが、反時計回りに切り換えるようにしてもよい。
【０１１７】
　このように、カム機構１０の溝形状や配置を工夫することにより、適切な第１の筐体３
の切換操作における回転移動の軌跡の制御が可能となる。
【０１１８】
　また、上記実施形態では、第１の筐体３の縦長状態及び横長状態における左右方向中央
部を第１の筐体３の略左右方向中央に位置させているが、左右のいずれかにオフセットさ
せてもよい。
【０１１９】
　上記実施形態では、表示部は、液晶表示部２としたが、有機ＥＬディスプレイよりなる
ものでもよい。有機ＥＬディスプレイは、自発光を発するため消費電力が小さく、液晶デ
ィスプレイに比べて視野角が広く、かつバックライトを必要としないため、薄型化が可能
である。
【０１２０】
　上記プレート部１６は、マグネシウム合金の成型品よりなるものとしてもよい。このこ
とで、剛性が高くて耐久性のある軽量薄型のプレート部１６が得られ、ガイド溝１２，１
４や接触防止用開口１６ｂを形成しても全体の強度が保たれる。
【０１２１】
　上記実施形態では、スライド式携帯機器は、携帯電話機としたが、ＰＨＳ、ＰＤＡ、Ｐ
Ｃ、モバイルツールの携帯通信機器等であってもよい。要は、第１の筐体３と第２の筐体
５とがスライド自在に連結され、縦長の表示部を有する携帯機器であればよい。
【０１２２】
　上記実施形態では、表面に上下方向に長い縦長の液晶表示部２を有する第１の筐体３を
備えたスライド式携帯電話機１を対象としているが、表面に左右方向に長い横長の液晶表
示部２を有する第１の筐体３を備えたスライド式携帯機器であってもよい。この場合には
、スライド機構は、第２の筐体表面に左右方向に延びるように設けたレール部を備え、第
１の筐体を第２の筐体の右端側又は左端側へスライド移動させたときに、第２の筐体の操
作部が現れるように構成し、第１の筐体を第２の筐体に対して横長状態と縦長状態とに切
換操作可能に支持する支持機構を設ければよい。これにより、通常の横長状態でのキー操
作を表示部を縦長としながら行うこともできる。
【０１２３】
　なお、以上の実施形態は、本質的に好ましい例示であって、本発明、その適用物や用途
の範囲を制限することを意図するものではない。
【産業上の利用可能性】
【０１２４】
　以上説明したように、本発明は、第１の筐体と第２の筐体とがスライド自在に連結され
た表示部を有するスライド式携帯機器について有用である。
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【図面の簡単な説明】
【０１２５】
【図１】スライド前状態にある本発明の実施形態にかかるスライド式携帯電話機を示し、
（ａ）が正面図で、（ｂ）が右側面図である。
【図２】第１の筐体を第２の筐体に対しスライドしたスライド後状態を示し、（ａ）が正
面図で、（ｂ）が右側面図である。
【図３】図２のスライド後状態の後、第１の筐体を縦長状態から横長状態に切り換える途
中の状態を示し、（ａ）が正面図で、（ｂ）が右側面図である。
【図４】第１の筐体を縦長状態から横長状態に切り換えた状態を示し、（ａ）が正面図で
、（ｂ）が右側面図である。
【図５】スライド前状態にあるスライド式携帯電話機の第１の筐体を外したときを示し、
（ａ）が正面図で、（ｂ）が底面図である。
【図６】第１の筐体が上にスライド移動した状態と各ピンや突起の移動した位置を示し、
（ａ）が正面図で、（ｂ）が底面図である。
【図７】第１の筐体が上にスライド移動した後、時計回り方向に回転した状態を示し、（
ａ）が正面図で、（ｂ）が底面図である。
【図８】第１の筐体が図７の状態からさらに時計回りに回転し、縦長状態から横長状態に
切り換えられた状態を示し、（ａ）が正面図で、（ｂ）が底面図である。
【図９】プレート部の正面図である。
【図１０】第１の筐体の下端側コーナー部の軌跡を示す説明図である。
【図１１】その他の実施形態にかかる上下方向ガイド溝と左右方向ガイド溝の形状を示す
図９相当図である。
【符号の説明】
【０１２６】
　　１　　　スライド式携帯電話機（スライド式携帯機器）
　　２　　　液晶表示部（表示部）
　　３　　　第１の筐体
　　３ａ　　下端側コーナー部
　　３ｂ　　上辺
　　４　　　操作部
　　５　　　第２の筐体
　　５ａ　　上辺
　１０　　　カム機構（支持機構）
　１２　　　左右方向ガイド溝
　１３　　　第１ガイドピン
　１４　　　上下方向ガイド溝
　１５　　　第２ガイドピン
　１６　　　プレート部
　１６ｂ　　接触防止用開口
　１８　　　リンク部材
　２０　　　コイルバネ（弾性部材）
　２５　　　スライド機構
　２６　　　レール部
　３０　　　規制用突条（第１規制部材）
　３１　　　回転防止用突起
　３５　　　規制用突起（第２規制部材）
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